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「（仮称）まちだ未来づくりビジョン２０４０（基本計画部分）」策定の基本的な考え方 

 

１ 計画の位置づけ 

・ 「（仮称）２０４０なりたい未来（基本構想）」で掲げた、なりたいまちの姿・行政経営のあり

方を実現させるため、まちづくりの方向性・行政経営の方向性に沿って、何を目標にどのよう

にまちづくりを進めるかを体系的に示す計画。 

・ 市政運営の基本となる計画 

 

２ 計画期間 

２０２２年度から２０３１年度までの１０年間 

 （２０２２年４月１日～２０３２年３月３１日） 

 

３ 想定人口 

 ２０３１年度（２０３２年１月１日時点）における想定人口は、４１万５千人とします。 

（基本構想の想定人口は、２０４０年１月１日時点で４０万人） 

 

４ 計画策定の基本的な考え方 

＜ライフステージを意識した政策体系＞ 

・ 2040年を見据えて、多様なライフスタイルとこれからの人の生き方を思い、誰もが夢を持ち

その夢を実現できる、一人ひとりが輝けるまちをつくるための計画とする。 

 ＜2040年の暮らしのイメージが伝わる計画＞ 

・ 2040年の町田の暮らしのイメージや、町田市が提供したい暮らしのイメージが伝わる計画と

する。 

＜思わず目指したくなる計画＞ 

・ 行政だけが取り組む計画ではなく、ともに問題意識を共有し、様々な主体が「ともに目指せる」

「思わず目指したくなる」となるように、達成状態や取組がわかりやすい計画とする。 

＜責任の所在が分かる計画＞ 

・ 一方で、行政が進めるべき施策については、達成状況の管理を明確にできる計画とする。 

＜最適なサービスを提供する計画＞ 

・ 市役所の能力を高め、市民一人ひとりのニーズに適したサービスを生み出す計画とする。 

・ 「（仮称）まちづくり基本目標」を実現するために必要な行政経営の要素である手法と資源を明

確に示した計画とする。 

 

５ なりたいまちの姿の実現に向けた課題 

（１） 希望出生率の実現 

町田市の希望出生率は、2019 年の調査で 1.91 という結果が出ています。これに対して、

町田市の合計特殊出生率は 1.24 前後で推移しており、希望がかなっていない状態であると言

えます。 

 人口の増加減少に関わらず、子育ての希望がかなうまちをつくることが、子どもと共に成長し、

幸せを感じることができるまちに求められています。 

資料８－１ 
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合計特殊出生率の推移 
出典：厚生労働省「人口動態統計」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 年少人口転入超過数の維持 

町田市は近年、年少人口の転入超過数が上位に位置しています。子ども施策だけに関わらず、

これまでのまちづくりが総合的に評価された結果と言えます。町田市の良さをさらに伸ばすこ

とにつながるため、今後も、この年少人口の転入超過が続けることが課題です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019年 年齢３区分別転入超過数の多い上位２０市町村 
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（３） ２０代３０代の転入促進 

町田市近隣には大学が多数あり、学生の年代である１５～１９歳が大きく転入超過していま

す。一方で、大学卒業の年代である２０～２４歳の区分や、就職期の年代である２５～２９歳

の区分は、大きく転出超過になっています。 

２０代は今後の子育て世帯につながる層でもあるため、就職を機に自立する２０代や、子育

て世代である３０代の転入を促進させることが課題です。 
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（４） ４５歳～６４歳への退職後を見据えた生き方の支援 

２０４０年に団塊ジュニアが６５歳になり、２０４５年には６５歳以上人口が、ピークに達

します。この世代は、現在の人口のボリュームゾーンでもあります。 

２０４０年を見据えて、特に２０２０年での４０歳から５４歳までの層に対して、次の生き

方を学ぶ機会や場の提供をすることが課題です。 
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【町田市将来人口推計＿人口ピラミッド】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） 全世代での自己実現機会の創出 

人口減少超高齢社会において、高齢者を支援する対象だけではなく活躍する世代として捉え、

いくつになっても誰かのために活動できることや、自分の好きなことを見つけ充実した生活を

送ることが、健康寿命の延伸にもつながります。 

また、２０代３０代の中では、ミレニアル世代と呼ばれるお金を得る事だけを目標としない

何かに貢献したいという生き方を望む人もあらわれています。 

こうした利他的な活動を選択する層に対して、活躍の場を提供することが課題です。 
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６ 政策のテーマと計画体系 

 （１）政策テーマの設定 

  基本構想で示された３つのまちづくりの方向性を基にし、なりたいまちの姿の実現に向けた課題

を踏まえて、基本計画を作成するにあたっての政策テーマを設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）希望出生率の実現 

（２）年少人口転入超過数の維持 

（３）２０代３０代の転入促進 

（４）45～64歳への退職後を見据えた

生き方の支援 

（５）全世代での自己実現機会の創出 

1. 子どもと共に成長し、幸せを感じる

ことができる 

2. ちょっといい環境の中で、ちょうど

いい暮らしができる 

3. 人と人とがつながりながら、多様な

価値を尊重し合うことができる 

まちづくりの方向性 なりたいまちの姿の実現に向けた課題 

Ⅰ 希望出生率が叶うまちだ （１）（２） 

Ⅱ 若年層が住みたいまちだ （３） 

Ⅲ 45～60歳で次の生き方が見つかるまちだ （４） 

Ⅳ 誰かのために活躍できるまちだ （５） 

政策テーマ 
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（２）政策テーマのねらいと顧客 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）主な顧客 （３）重点顧客

①20代30代共働き夫婦（子どもあり）、父
親
②20代30代共働き夫婦（子どもあり）、未
就学児・児童・生徒、ダブルケアを行う世
帯、要支援家庭、子育て世帯以外の人
③子育て世帯以外の人

【これから生まれる赤ちゃん】

（１）政策のねらい （２）主な顧客 （３）重点顧客

①市内及び近隣に居住している20代及び30
代の就労中の人、買い物客、観光客
②市内在住在学の学生
③市内事業者、起業を志す人、学生、社会活
動に関心のある人、買い物客、観光客

【市内在住の就職予定若しくは就職初期の
20代の人】

（２）主な顧客 （３）重点顧客

①45～64歳の地域活動に参加していない
人、地区協議会、NPOなど地域の活動主体
②45～64歳の特に趣味のない人、生活習慣
病り患者

【45～60歳の就労中の男性】

（１）政策のねらい （２）主な顧客 （３）重点顧客

①65歳超の介護需要のない人、要介護者
②地域活動に関心のある人、地区協議会、
NPOなど地域の活動主体
③観光客、市内外事業者
④地域活動に関心のある人

【65歳超の介護需要のない人】

Ⅰ　希望出生率が叶うまちだ

（４）対応する主な政策

Ⅱ　若年層が住みたいまちだ

①希望の出生が叶うことによる、子育て世代
の転入促進
②子育て環境の向上
③年少人口を対象にした地域活動による地域
活性化

１　赤ちゃんに選ばれるまち
２　未来を生きる力をみんなで育てるまちになる

（１）政策のねらい

Ⅳ　誰かのために活躍できるまちだ

（４）対応する主な政策

（４）対応する主な政策

３　好きな場所・好きな時間を持てるまちになる

①20代30代の転入促進
②卒業・就職後の居住継続
③市内事業者により活発な事業活動が行われ
る

Ⅲ　45～60歳で次の生き方が見つかるまちだ

（４）対応する主な政策

（１）政策のねらい

５　誰かのために自分の力を活かせるまちになる

①社会保障関係経費の増加抑制
②持続可能な地域をつくるため、地域の担い
手層をつくる
③活発な地域活動により地域の魅力を高め
る。
④社会への信頼感を高める

①６０歳を超えた時の、地域活動層をつくる

②中年期における生活の選択肢を増やす

４　いくつになっても自分の楽しみが見つかるまちになる
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（３）政策テーマを踏まえた計画体系 

＜ライフステージに応じた政策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜すべての世代に向けた政策＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

…政策が対象とする中心的なライフステージ 

…政策が対象とする主なライフステージ 
濃

い 

政策
１

政策
２

政策
３

政策
４

政策
５

1 安心して子どもを産み育てられる環境をつくる 子ども生活部・保健所

2 楽しく子育てができる環境をつくる 子ども生活部

3 児童・生徒の多様な能力をはぐくむ環境をつくる

4 良好な教育環境をつくる

5 青少年の健やかな成長を支える環境をつくる 子ども生活部

6 活気ある商業空間をつくる

7 ものづくり産業を活性化する

8 農を支える環境をつくる

9 事業者が活発に活動できる環境をつくる

10 生涯にわたって学べる環境をつくる 生涯学習部

11 誰もがスポーツに親しめる環境をつくる 文化スポーツ振興部

12 まちの魅力を発信する 政策経営部

13 高齢者がいきいきと生活できる環境をつくる

14 高齢者が住み慣れた地域で生活できる環境をつくる

15 市民の健康を増進する 保健所

いきいき生活部
高年期
(65歳～)

中年期
(45～64歳) Ⅲ 4

いくつになっても自分の
楽しみが見つかるまち
になる

誰かのために自分の力
を活かせるまちになる
5Ⅳ

経済観光部

少年期
(６～１8歳)

青壮年期
(19～44歳) Ⅱ 3

好きな場所・好きな時間
を持てるまちになる

2
未来を生きる力をみん
なで育てるまちになる

学校教育部

胎児期・
幼年期
(0～5歳)

Ⅰ

1
赤ちゃんに選ばれるま
ちになる

ライフステージ
政策
テーマ

政策
施策

（まちだ未来づくりプランの政策を仮置き）
施策・分野
（関連部）

関連するライフステージ

政策名

16 市民の生活を支える 26 円滑に移動できる道路網をつくる

17
みんなが福祉に携わる環境をつく
る

27 快適な道路環境をつくる

18 地域のつながりを高める 市民部 28 利便性の高い交通環境をつくる

19 まちの魅力を高める 経済観光部 29 多様な移動手段を確保する

20 良好な生活環境をつくる 30 多様な住まいを確保する

21 循環型社会をつくる 31 歩いて暮らせる環境をつくる

22 地球温暖化対策を進める 32
地域の計画的なまちづくりを進め
る

33 身近な緑を増やす

34 まとまりのあるみどりを保全する

23
障がい者がその人らしく生活でき
る環境をつくる

24 互いを尊重する社会をつくる

25
誰もが文化芸術に親しめる環境を
つくる

文化スポーツ
振興部

35 市民生活の安全を守る

36 災害に強いまちづくりを進める

37 市民の健康を守る 保健所

38 医療環境の充実を図る 保健所・市民病院

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ

9
とにかく強い
まちになる

防災安全部

都市づくり部

政策
課題 政策 施策

（まちだ未来づくりプランの政策を仮置き）

施策・分野
（関連部）

政策
課題 政策 施策

（まちだ未来づくりプランの政策を仮置き）

施策・分野
（関連部）

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ

8
思わず出歩きたく
なるまちになる

道路部

環境資源部

つながりを
力にする
まちになる

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ

6

政策 施策
（まちだ未来づくりプランの政策を仮置き）

施策・分野
（関連部）

Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
Ⅳ

7

ありのまま
自分を表現で
きるまちにな
る

地域福祉部

地域福祉部

政策
課題 政策 施策

（まちだ未来づくりプランの政策を仮置き）

施策・分野
（関連部）

政策
課題

濃

い 

濃

い 

濃

い 

濃

い 
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７ 行政経営のあり方の実現に向けた課題 

 

２０４０年から逆算し顕在化する地方行政をとりまく環境変化とその対応方法について検討し、

今後の行政経営において重要な「コラボレーション【共創・オープン化】」「スマート自治体【生産

性向上・テクノロジー】」「ブランディング【戦略化・ブランド化】」という３つの視点を導きました。 

その上で、今後の行政経営において重要な３つの視点を踏まえた「行政経営の方向性」と、その

ゴールの姿である「行政経営のあり方」を定めました。 

この「行政経営のあり方」を受け、「（仮称）まちづくり基本目標」を実現していくために必要と

なる行政経営の手法と資源を区分し、行政経営のあり方の実現に向けた課題を整理しました。 

 

（１）新たな価値を生み出す公共サービスの展開 

複雑化・多様化していく市民ニーズや行政課題に適切に対応していくためには、町田市単

独ではなく、市民や事業者などと一緒に課題に向き合っていくことにより、新たなサービス

を生み出していくことが重要になります。 

このため、行政の持つ情報を活用しやすい形で共有していくなど、多様な主体が公共サー

ビスの担い手になれる環境を整備していくとともに、最適な担い手と一体となって地域の課

題を解決できるよう、外部からのアイデアとスキルを積極的に受け入れていかなければなり

ません。 

行政のフルセット主義を脱却し、様々な担い手とともに、公共サービスを提供していく仕

組みをつくっていくことが課題です。 

 

【課題解決に向けた行政経営の視点】 

「共創」「オープン化」「圏域マネジメント」 

「テクノロジー」「戦略性」「ブランド化」 

 

（２）市役所の生産性の向上 

市役所の生産性をより高めていくためには、職員の意識改革と能力開発を進め、組織マ

ネジメントを強化していかなければなりません。 

世の中の変化を的確に捉え、常に変革し続けることができる経営能力の高い職員を育成

し、革新的なサービスの創造と生産性の向上を両立できる組織づくりを進めていく必要が

あります。 

市民視点に立って行動し、社会環境の変化に柔軟に対応できる経営感覚をもった職員を

育成し、市民からも職員からも選ばれる組織づくりを進めていくことが課題です。 

 

【課題解決に向けた行政経営の視点】 

「生産性向上」「強靭性」「基盤整備」「目標管理」 

「人材育成・人材登用」「多様性・多様な働き方」 
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（３） 行財政資源の戦略的・効果的な活用 

将来にわたって継続的に最適な公共サービスを提供していくためには、限られた行財政

資源を戦略的・効果的に活用して最小の経費で最大の効果を追求していく必要があります。 

将来を見据え、総合的な視点から政策の優先度を明らかにするとともに、戦略的な行政資

源の投入を進めていかなければなりません。 

将来にわたって継続的に市民サービスが提供できるよう、これまで以上に財政運営に関

するマネジメント力を強化していくことが課題です。 

 

【課題解決に向けた行政経営の視点】 

「市有財産」「財政」 

 

８ 基本方針と計画体系 

 （１）基本方針 

  今後の行政経営における３つの重要な視点である「コラボレーション」「スマート自治体」「ブラ

ンディング」を受けて、「（仮称）まちづくり基本目標」を実現していくために必要となる行政経営

の手法と資源をまとめ、基本方針を設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

基本方針１  共創で開く、新たな価値創造への挑戦 

基本方針２  対話による、組織経営力の強化 

基本方針３  次世代につなぐ、強固な財政基盤の確立 

基本方針 

共創により新たな価値を生み出し、市民の生活をより豊かなものに 

行政経営のあり方 

（１）新たな価値を生み出す仕組みづくり 

（２）市役所の生産性を高める組織づくり 

（３）強固な財政基盤づくり 

（仮称）まちづくり基本目標の実現に必要な手法と資源 

多様な主体と共に、町田らしい公共サービスを展開していく 

行政経営の方向性 
コラボレーション 

スマート自治体 

ブランディング 

実
現
し
て
い
く
た
め
に 

ま 

ち 

づ 

く 

り 

基 

本 

目 

標 
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（２）基本方針ごとのねらい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）計画体系 

     

 

 

基本方針３　「次世代につなぐ、強固な財政基盤の確立」のねらい

①歳入確保と歳出削減につとめる
②市有財産を有効活用していく

基本方針１　「共創で開く、新たな価値創造への挑戦」のねらい

①様々な担い手とともに、公共サービスを提供していく
②公共サービスに最先端の技術を取り込んでいく
③町田市の魅力や強みを活かした公共サービスを展開していく

基本方針２　「対話による、組織経営力の強化」のねらい

①経営志向を持った職員を育成していく
②組織マネジメント力を強化していく

主な関連部署

1 きめこまやかな広報活動の実現 広報課

2 市民の声の組織的活用 広聴課

3 市民との協力関係の構築 市民協働推進課

4 外部意見の活用 経営改革室

5 職員の意欲向上 職員課

6 人材の育成と登用 職員課

7 組織経営機能の強化 経営改革室

8 管理・運営形態の多様化 総務課

9 財政運営の最適化 財政運営の最適化

10 徹底した歳出の削減と歳入の確保 総務課、財政課

11 市有財産の戦略的活用 企画政策課

1
共創で開く、新たな価値
創造への挑戦

基本方針
改革項目

（未来づくりプランの改革項目を仮置き）

3
次世代につなぐ、強固な
財政基盤の確立

2
対話による、組織経営
力の強化


